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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第52期 

第２四半期連結
累計期間 

第53期 
第２四半期 
累計期間 

第52期 

会計期間 

自平成24年 
１月１日 

至平成24年 
６月30日 

自平成25年 
１月１日 

至平成25年 
６月30日 

自平成24年 
１月１日 

至平成24年 
12月31日 

売上高（千円）  13,103,032  13,467,683  27,364,562

経常利益（千円）  2,330,769  2,377,578  4,284,022

四半期（当期）純利益（千円）  1,407,368  2,168,443  2,387,674

持分法を適用した場合の投資利益

（千円） 
 －  －  －

資本金（千円）  9,907,039  9,907,039  9,907,039

発行済株式総数（株）  51,717,215  51,717,215  51,717,215

純資産額（千円）  43,118,911  46,138,935  44,222,901

総資産額（千円）  52,292,692  55,476,232  52,871,767

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 27.39  42.20  46.46

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

１株当たり配当額（円）  5.0  5.0  10.0

自己資本比率（％）  82.5  83.2  83.6

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 2,386,783  2,362,825  －

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △1,462,861  △1,840,451  －

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △257,532  △259,735  －

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
 30,868,222  32,323,645  －
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 （注）１．当社は、連結子会社である株式会社トーニチを平成25年１月１日を効力発生日として吸収合併したことによ

り、連結子会社が存在しなくなったため、第53期第１四半期より、四半期連結財務諸表を作成しておりませ

ん。 

なお、前連結会計年度まで連結財務諸表を作成しているため、主要な経営指標等の推移については第52期第

２四半期累計期間は四半期連結財務諸表について、第53期第２四半期累計期間は四半期財務諸表について、

第52期は財務諸表について記載しております。  

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

 当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について重要な変更はありません。 

 なお、平成25年１月１日を効力発生日として、連結子会社であった株式会社トーニチを吸収合併いたしました。 

回次 
第52期 

第２四半期連結
会計期間 

第53期 
第２四半期 
会計期間 

会計期間 

自平成24年 
４月１日 

至平成24年 
６月30日 

自平成25年 
４月１日 

至平成25年 
６月30日 

１株当たり四半期純利益金額

（円） 
 16.33  18.81

２【事業の内容】
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 当第２四半期累計期間において、新たに事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等の

リスクについて重要な変更はありません。 

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  （１）業績の状況 

 当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、新政権の経済政策への期待から円安と株式市場の回復が進み、輸出

関連企業を中心に景気の回復が一部で見られるものの、長期化する欧州債務危機問題や新興国経済の減速等の影響を

受けるなど、依然として先行き不透明な状況で推移しました。 

当社を取り巻く環境につきましては、主要取引業種の外食産業にあっては、消費者の節約志向・低価格志向は根

強く、また、食品業界や一般小売業にあっても原材料の価格高騰など、引き続き厳しい経営環境にありました。 

 このような状況の中で、当社は、２月に開催された第４1回国際ホテル・レストランショーに、省エネ機器、業界

初のスライド扉冷蔵庫、小型アンダーカウンタータイプ食器洗浄機、ブラストチラー、低温保存庫を出展しました。

特に業界初のスライド扉冷蔵庫は量産化をスタートし、戦略商品の拡販やその他の新規市場への積極的な営業活動を

展開し、業績の維持向上に努めてまいりました。 

 その結果、当第２四半期累計期間の業績につきましては、売上高13,467百万円、営業利益2,347百万円、経常利益

2,377百万円、四半期純利益2,168百万円となりました。 

 なお、当社は、前第２四半期連結累計期間では四半期連結財務諸表を開示しておりましたが、平成25年１月１日を

効力発生日とした連結子会社（株式会社トーニチ）の吸収合併により、連結対象子会社が存在しなくなったため、当

第１四半期累計期間より四半期連結財務諸表を作成しておりません。このため、前年同四半期との比較は行っており

ません。 

（２）キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は前事業年度末と比べて657百万円

増加の32,323百万円となりました。これは、営業活動で得た資金を投資活動や財務活動に充てた結果、資金が262百

万円増加したことと、連結子会社との合併による影響で資金が394百万円増加したことによるものであります。 

  

 当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期累計期間における営業活動による資金の増加は、2,362百万円となりました。 

 これは主に、税金等調整前当期純利益2,513百万円、未払費用の増加870百万円が、法人税等の支払額1,046百万円

を上回ったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期累計期間における投資活動による資金の減少は、1,840百万円となりました。これは主に、定期預金

の預入による支出4,000百万円が、定期預金の払戻による収入2,500百万円を上回ったことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期累計期間における財務活動による資金の減少は、259百万円となりました。 

 これは主に、配当金の支払額256百万円であります。 

  

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題  

 当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

（４）研究開発活動 

 当第２四半期累計期間における全体の研究開発活動の金額は、163百万円であります。 

 なお、当第２四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

該当事項はありません。  

該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  84,000,000

計  84,000,000

種類 
第２四半期会計期間
末現在発行数（株） 
(平成25年６月30日) 

提出日現在発行数
（株） 
(平成25年８月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式  51,717,215  51,717,215
東京証券取引所 

（市場第一部） 
単元株式数 1,000株 

計  51,717,215  51,717,215 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（千株） 

発行済株式総
数残高 

（千株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成25年４月１日～ 

平成25年６月30日 
－  51,717 －  9,907,039 －  9,867,880
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 （注） 上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式が次のとおり含まれております。 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）        1,701千株 

  

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株（議決権２個）含
まれております。 

（６）【大株主の状況】

  平成25年６月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社日本冷機 大分県佐伯市長島町２丁目22-12  6,913  13.37

有限会社ディ・アール・ケイ 大分県佐伯市長島町２丁目22-12  6,386  12.35

尾﨑 敦史 大分県佐伯市  3,763  7.28

尾﨑 理恵 東京都港区  2,572  4.97

尾﨑 雅広 大分県佐伯市  2,300  4.45

Japan-Up・ベータ投資事業有

限責任組合 

無限責任組合員 

株式会社ストラテジックキャ

ピタル  

東京都渋谷区恵比寿西１丁目３－１０  2,188  4.23

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目8－11  1,713  3.31

メロン バンク トリーティー

クライアンツ オムニバス 

(常任代理人 株式会社みず

ほコーポレート銀行決済営業

部） 

ONE BOSTON PLACE BOSTON,MA 02108 

(東京都中央区月島４丁目16－13) 
 1,074  2.08

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目－１－２  1,000  1.93

大和協栄会 大阪市天王寺区小橋町３番13号  800  1.55

計 －  28,710  55.51

（７）【議決権の状況】

  平成25年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式     335,000
－ 単元株式数 1,000株 

完全議決権株式（その他） 普通株式  50,928,000  50,928 同上 

単元未満株式 普通株式     454,215 － － 

発行済株式総数  51,717,215 － － 

総株主の議決権 －  50,928 － 
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②【自己株式等】 

 （注） 当第２四半期会計期間末日現在の自己株式数は335,680株であります。 

前事業年度の有価証券報告書の提出日以後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。  

  平成25年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

大和冷機工業株式会社 

大阪市天王寺区小橋

町3－13 
 335,000  －  335,000  0.64

計 －  335,000  －  335,000  0.64

２【役員の状況】
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１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。 

 なお、前第２四半期連結累計期間は四半期財務諸表を作成していないため、四半期損益計算書に係る比較情報は記

載しておりません。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成25年４月１日から平成25

年６月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成25年１月１日から平成25年６月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

  

３．四半期連結財務諸表について 

 当社は、平成25年１月１日を効力発生日として連結子会社（株式会社トーニチ）の吸収合併により、連結対象子会

社が存在しなくなったため、第１四半期会計期間及び第１四半期累計期間より四半期連結財務諸表を作成しておりま

せん。 

第４【経理の状況】
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１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成24年12月31日) 

当第２四半期会計期間 
(平成25年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 35,466,021 35,123,645

受取手形及び売掛金 3,348,670 3,368,054

商品及び製品 1,118,650 1,680,013

仕掛品 238,611 278,983

原材料及び貯蔵品 326,673 378,520

点検修理用部品 217,562 218,632

その他 917,122 810,712

貸倒引当金 △8,319 △11,049

流動資産合計 41,624,993 41,847,512

固定資産   

有形固定資産 7,562,401 7,818,335

無形固定資産 66,400 56,225

投資その他の資産   

投資有価証券 640,000 636,902

関係会社株式 390,000 －

その他 2,622,950 5,229,089

貸倒引当金 △34,979 △111,832

投資その他の資産合計 3,617,971 5,754,159

固定資産合計 11,246,773 13,628,720

資産合計 52,871,767 55,476,232

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,671,669 3,086,581

未払法人税等 1,091,911 514,240

引当金 317,224 337,700

その他 2,417,831 3,235,136

流動負債合計 6,498,636 7,173,658

固定負債   

退職給付引当金 1,092,652 1,084,878

役員退職慰労引当金 1,054,576 1,072,466

その他 3,000 6,291

固定負債合計 2,150,229 2,163,637

負債合計 8,648,865 9,337,296
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成24年12月31日) 

当第２四半期会計期間 
(平成25年６月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 9,907,039 9,907,039

資本剰余金 9,867,880 9,867,880

利益剰余金 24,644,336 26,555,842

自己株式 △183,267 △186,475

株主資本合計 44,235,988 46,144,287

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △13,087 △5,351

評価・換算差額等合計 △13,087 △5,351

純資産合計 44,222,901 46,138,935

負債純資産合計 52,871,767 55,476,232
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（２）【四半期損益計算書】 
【第２四半期累計期間】 

（単位：千円）

当第２四半期累計期間 
(自 平成25年１月１日 
 至 平成25年６月30日) 

売上高 13,467,683

売上原価 5,104,237

売上総利益 8,363,446

販売費及び一般管理費 ※  6,016,284

営業利益 2,347,162

営業外収益  

受取利息 6,545

受取配当金 7,949

スクラップ売却益 32,788

その他 54,747

営業外収益合計 102,030

営業外費用  

スクラップ処分費 29,686

その他 41,928

営業外費用合計 71,614

経常利益 2,377,578

特別利益  

固定資産売却益 3,399

投資有価証券売却益 2,554

抱合せ株式消滅差益 133,345

特別利益合計 139,299

特別損失  

固定資産除却損 1,842

投資有価証券売却損 1,590

特別損失合計 3,433

税引前四半期純利益 2,513,444

法人税、住民税及び事業税 471,795

法人税等調整額 △126,794

法人税等合計 345,000

四半期純利益 2,168,443
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

当第２四半期累計期間 
(自 平成25年１月１日 
 至 平成25年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税引前四半期純利益 2,513,444

減価償却費 246,123

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3,090

賞与引当金の増減額（△は減少） 31,065

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △10,300

製品保証引当金の増減額（△は減少） △290

退職給付引当金の増減額（△は減少） △7,773

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 17,890

受取利息及び受取配当金 △14,495

抱合せ株式消滅差損益（△は益） △133,345

投資有価証券売却損益（△は益） △963

固定資産売却損益（△は益） △3,399

固定資産除却損 1,842

売上債権の増減額（△は増加） 110,079

たな卸資産の増減額（△は増加） △654,651

仕入債務の増減額（△は減少） 414,911

未払費用の増減額（△は減少） 870,389

その他 18,233

小計 3,395,671

利息及び配当金の受取額 13,938

法人税等の支払額 △1,046,784

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,362,825

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出 △4,000,000

定期預金の払戻による収入 2,500,000

有形固定資産の取得による支出 △343,126

有形固定資産の売却による収入 3,400

無形固定資産の取得による支出 △15,815

投資有価証券の取得による支出 △8,210

投資有価証券の売却による収入 23,972

その他 △671

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,840,451

財務活動によるキャッシュ・フロー  

自己株式の取得による支出 △3,207

配当金の支払額 △256,527

財務活動によるキャッシュ・フロー △259,735

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 262,638

現金及び現金同等物の期首残高 31,666,021

連結子会社の合併による現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

394,985

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  32,323,645
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（減価償却方法の変更） 

 当社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期会計期間より、平成25年１月１日以後に取得した有形固定資産につ

いて、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

 これによる当第２四半期累計期間の営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益に与える影響は軽微でありま

す。 

該当事項はありません。 

※ 販売費及び一般管理費の主な費目及び金額 

  

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

【会計方針の変更】

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

【注記事項】

（四半期損益計算書関係）

  
当第２四半期累計期間 

（自  平成25年１月１日 
至  平成25年６月30日） 

広告宣伝費 千円 28,326

運賃・倉庫料  587,512

製品保証引当金繰入額  106,026

報酬・給与手当  2,948,058

福利厚生費  479,165

賞与引当金繰入額  160,860

役員賞与引当金繰入額  20,000

退職給付費用  79,987

役員退職慰労引当金繰入額  18,490

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

  
当第２四半期累計期間 

（自  平成25年１月１日 
至  平成25年６月30日） 

現金及び預金勘定 千円 35,123,645

預入期間が３か月を超える定期預金  △2,800,000

現金及び現金同等物  32,323,645
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当第２四半期累計期間（自 平成25年１月１日 至 平成25年６月30日） 

（１）配当金支払額 

  

（２）基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間末後と

なるもの 

  

当第２四半期累計期間（自 平成25年１月１日 至 平成25年６月30日） 

 当社は、冷凍冷蔵冷熱機器に係る事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。なお、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

該当事項はありません。  

（株主資本等関係）

   

（決議） 

  

株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年２月15日 

取締役会  
普通株式  256,937  5 平成24年12月31日 平成25年３月29日 利益剰余金 

   

（決議） 

  

株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年８月７日 

 取締役会  
普通株式  256,907  5 平成25年６月30日 平成25年９月９日 利益剰余金 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

（１株当たり情報）

  
当第２四半期累計期間 

（自 平成25年１月１日 
至 平成25年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 円 銭 42 20

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円）  2,168,443

普通株主に帰属しない金額（千円）  －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円）  2,168,443

普通株式の期中平均株式数（株）  51,385,047

（重要な後発事象）

-13-



平成25年８月７日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

（注）平成25年６月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し支払いを行います。 

２【その他】

(イ)中間配当による配当金の総額 256,907千円

(ロ)1株当たりの金額 5円00銭

(ハ)支払請求の効力発生日および支払開始日 平成25年９月９日
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該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大和冷機工業株

式会社の平成25年１月１日から平成25年12月31日までの第53期事業年度の第２四半期会計期間（平成25年４月１日から平

成25年６月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成25年１月１日から平成25年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを

行った。 

  

四半期財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、大和冷機工業株式会社の平成25年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成25年８月７日

大和冷機工業株式会社 

取締役会 御中 

  有限責任監査法人トーマツ   

  

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 渡邊 明久  ㊞ 

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 長野 秀則  ㊞ 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

    ２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 


